
関東・中部林業試験研究機関連絡協議会会則 
  

（名称及び目的） 

第１条 本会は関東・中部林業試験研究機関連絡協議会（略称「関中林試連」）と称

し、関東・中部地域内における林業試験研究機関相互の連携、研究開発の効果的推

進とその成果の普及をはかり、地域における森林・林業・林産業技術の向上に資す

ることを目的とする。 

  

（事 業） 

第２条 本会は第１条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

（１） 地域の重要な研究開発の推進等に関すること。 

（２） 地域内林業試験研究機関の相互の連携に関すること。 

（３） 研究情報の交換及び成果の普及に関すること。 

（４） 各試験研究機関が必要とする研究会、講習会、視察等の開催に関すること。 

（５） その他本会の目的達成に必要な事項。 

  

（構 成） 

第３条 本会の構成は、国立研究開発法人森林研究・整備機構（以下「森林研究・

整備機構」という）及び関東・中部地域各都県林業試験研究機関（以下「都県機関」

という）とする（別表：参画機関）。 

   但し、本会の目的を達成するため会長ないしは研究会長が必要と認めた場合に

は、森林管理局、大学、都県の行政部局等の関係者を総会、ないしは研究会に参加

させることができる。 

  

（役 員） 

第４条 本会に次の役員をおく。 

（１） 会長 １名 

（２） 副会長 ２名 

（３） 監事 ２名 

２ 会長は森林研究・整備機構森林総合研究所企画部長とする。 

３ 副会長は、当年度総会開催都県機関及び次年度開催都県機関の長とする。 

  

（役員の職務） 

第５条 役員は次の職務を行なう。 

（１） 会長は、本会を代表し会務を総括する。 

（２） 副会長は、会長を補佐し会長事故あるときは、その職務を代行する。 

（３） 監事は会計に関する監査を行なう。 

  



第６条 都県機関役員の任期は１年とする。但し、再選は妨げない。 

  

（総会） 

第７条 総会は年１回開催し、都県機関が主催する。 

２ 総会は、次の事項について協議決定する。 

（１） 年度の決算、事業計画、予算に関すること。 

（２） 本会の目的に掲げる事業の推進に関すること。 

（３） 会則の改正に関すること。 

（４） その他の必要とする事項 

３ 総会における議決権は、１機関１票とする。 

４ 総会の議長は、総会開催都県機関の場所長が務める。 

  

（委員会） 

第８条  委員会は、本会の会務執行に関する事項及び会長が必要と認める事項を審

議する。 

２ 委員会は、総会ないしは会長が必要と認めた場合に、臨時に設置する。 

３ 委員長及び委員は、会長が指名し、委員長は委員会を統括する。 

  

（研究企画実務者会議） 

第９条 研究企画実務者会議は、地域における重要な研究問題の推進を図るため、

年１回の開催を原則とする。 

２ 研究企画実務者会議は、総会開催都県機関の研究企画担当者が主催する。 

  

（研究会） 

第 10 条 第２条の事業の推進を具体化するために、次の研究会を設置する。 

２ 研究会の設置・運営要領は、総会で承認を得ることとし、別に定める。 

  

（事務局等） 

第 11 条  本会の会務を処理するため森林研究・整備機構及び総会開催都県機関に

事務局をおく。事務局には、事務局長と事務局員をおき、前者は森林研究・整備機

構森林総合研究所企画部研究管理科長の職にある者を、後者は研究管理科の職員及

び総会開催都県機関の職員をあてる。 

  

第 12 条 本会の経費は、会費、負担金、寄付金及びその他の収入をもってあてる。 

２ 会費は、１カ年２５，０００円とする。 

  

第 13 条 本会の会計年度は、毎年４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。 

  

付則 １ この会則は平成１３年４月１日から施行する。 



付則 ２ この会則は平成１６年５月２８日に一部改正。 

付則 ３ この会則は平成１７年５月２５日に一部改正。 

付則 ４ この会則は平成１９年４月１日に一部改正。 

付則 ５ この会則は平成２９年５月３０日に一部改正。（別表） 

付則 ６ 第 12 条の会費について、令和 3年度分は徴収しないこととする。 

 

  



（別表：参画機関） 

 

      関東・中部林業試験研究機関連絡協議会参画機関  

 
 

   

機 関 名 所 在 地 

国立研究開発法人森林研究・整備機構 茨城県つくば市松の里１ 

茨城県林業技術センター 茨城県那珂市戸４６９２ 

栃木県林業センター 栃木県宇都宮市下小池町２８０ 

群馬県林業試験場 群馬県北群馬郡榛東村新井２９３５ 

埼玉県寄居林業事務所森林研究室 埼玉県大里郡寄居町寄居１５８７－１ 

千葉県農林総合研究センター森林研究所 千葉県山武市埴谷１８８７－１ 

公益財団法人 東京都農林水産振興財団 

東京都農林総合研究センター 緑化森林科 
東京都立川市富士見町３－８－１ 

神奈川県自然環境保全センター 研究企画部 神奈川県厚木市七沢６５７ 

新潟県森林研究所 新潟県村上市鵜渡路２２４９－５ 

富山県農林水産総合技術センター 富山県富山市吉岡１１２４－１ 

山梨県森林総合研究所 
山梨県南巨摩郡富士川町最勝寺２２９

０－１ 

長野県林業総合センター 
長野県塩尻市大字片丘字狐久保５７３

９ 

岐阜県森林研究所 岐阜県美濃市曽代１１２８－１ 

静岡県農林技術研究所森林・林業研究センター 静岡県浜松市浜名区根堅２５４２－８ 

愛知県森林・林業技術センター 愛知県新城市上吉田字乙新多４３－１ 



関東・中部林業試験研究機関連絡協議会 

研究会設置・運営要領 

 

会員の自由な発想による提案型の研究会を設置し、変化する社会情勢に柔軟に対

応するとともに地域に根ざした関中林試連活動の活性化と、会員相互の連携強化を

図る。研究会の制度は以下のとおりとする。 

 

１ 基本原則     会員は、等しく研究会設置を提案する権利を有する。また、会員

は全ての研究会に参加する権利を有する。 

  

２ 研究会の設置 

（１） 研究会の提案       研究会の提案は、研究会計画書（別紙 様式１）を設置希

望の前年度の研究企画実務者会議開催までに関中林試連事務局に提出する

ことをもって行う。 

（２） 研究会計画の採択  研究会計画書については、研究企画実務者会議にお

いて研究会の目的、今後の展望等設置の意義及び必要性について審査し、

次年度の総会で承認を得て研究会の設置を決定する。 

（３） 研究会の廃止など     研究会は、研究会計画書の目的が達成した場合、な

いしは設立期間の満了した場合あるいはその他の理由で活動が困難となっ

た場合には、研究企画実務者会議の承認を得て廃止することができる。 

 

３ 研究会の運営 

（１） 研究会に研究会会長（以下、「会長」という）、開催機関事務局（以下、「事

務局」という）及び幹事を置く。 

（２） 会長は、開催機関の場所長等とし会議を主宰する。会長の任期は１年とす

るが再任を妨げない。 

事務局は研究会開催時の運営全般を担当する。 

幹事は、全期間を通じて研究会活動全般について事務局を支援する。幹事

の任期は原則として研究会の存続期間とするが、研究会の活動実態に応じ

て適宜交代できるものとする。 

（３） 研究企画実務者会議で事務局候補を調整し、次年度の総会で選出する。 

（４） 研究会には分科会を設置できるものとする。分科会の運営要領は必要に応

じて当該研究会で定める。 

（５） 研究会の設置期間は５年以内とする。 

（６） 会員以外でも会長の判断により研究会に参加できる。 

  

４ 研究会報告の提出・成果の公表 



（１） 会長は、毎年度、研究会終了後に「研究会年次報告書（別紙 様式２）」    

を、また 研究会の設置期間が満了となる場合ないしは研究会を途中で廃止

する場合は、全期間の活動内容を記載した研究会報告書（最終年度：別紙 

様式３－１）、ないしは研究会廃止届け（別紙 様式３－ ２）」を関中林試

連会長に提出しなければならない。 

（２） 研究会の成果は、速やかに公表するよう努める。 

  

５ 研究会活動費の交付    研究会活動費（分科会活動費も含む）については、研

究企画実務者会議で予算（案）を検討し、次年度の総会で予算を決定する。 

  

６ 研究会への参加     研究企画実務者会議で新たな研究会設置の審査を終了した

後で、関中林試連事務局は参加を希望する会員を募り、結果を総会に報告す

る。 

  

７ この要領の改廃は、研究企画実務者会議の検討結果を経て総会で決定する。た

だし、研究会計画書等の様式（別紙）の改定については研究企画実務者会議で

行う。 

  

８ この要領は平成１７年５月２５日から施行する。 

 

   



（別紙） 

様式１ 

年  月  日 

 

関東・中部林試連 

研 究 会 計 画 書 
 

１ 研究会の名称： 

 

２ 提案機関・提案責任者（所属・氏名）： 

初年度開催機関事務局担当者（所属・氏名）： 

幹事（所属・氏名）： 

 

３ 目的： 

 

４ 設置期間： 

 

５ 実施方法： 

 

６ 参加予定機関： 

 

７ 想定される外部資金： 

 

８ そ の 他： 

  



（別紙） 

様式２ 

年  月  日 

 

関東・中部林試連 

研 究 会 年 次 報 告 書 
 

１ 研究会の名称（分科会設置の有無）： 

 

２ 設置期間： 

 

３ 開催機関： 

 研究会会長 （所属・氏名）： 

 事務局担当者 （所属・氏名）： 

 幹 事 （所属・氏名）： 

 

４ 開催期日 

 

５ 開催場所： 

 

６ 出席者名簿： 

 

７ 活動内容： 

 

８ 次年度の計画： 

 

９ その他： 

 

 

（注）研究会に分科会が設置されている場合は、研究会報告に分科会の報告も含める。 

 次年度の計画には開催機関を明示すること。 

  



 

（別紙） 

様式３－１ 

年  月  日 

 

関東・中部林試連 

研 究 会 報 告 書（最終年度） 
 

 

１ 研究会の名称（分科会名も記載）：  

  

２ 最終年度開催機関： 

研究会会長 （所属・氏名）： 

事務局担当者 （所属・氏名）： 

幹 事 （所属・氏名）： 

  

３ 開催期日： 

  

４ 開催場所： 

  

５ 出席者名簿： 

  

６ 全期間活動内容： 

  

７ 全期間の成果： 

  

８ 残された問題点 

  

９ その他：成果の公表方法等 

  

  

（注）研究会に分科会が設置されている場合は、研究会報告に分科会の報告も含める。 

  



（別紙） 

様式３－２ 

年  月  日 

  

関東・中部林試連 

研 究 会 廃 止 届 け 
 

 

１ 研究会の名称（分科会設置の有無）：  

 

２ 報 告 機 関： 

研究会会長 （所属・氏名）： 

事務局担当者 （所属・氏名）： 

幹事 （所属・氏名）： 

 

３ 廃止理由： 

 

 

４ 全期間活動内容： 

 

 

５ 全期間の成果： 

 

 

６ そ の 他： 

 


